
































































































































































































































































































































で，ようやく，法や基準による P 計画⇒（D 実施）























使命の発信不足 中長期計画なし 評価実施せず 評価活用できず
2019 年度 58.2% 48.1% 56.6% 64.3% 58.6% 58.0%
2013 年度 80.2% 21.1% 54.2% 64.3% 56.5% 55.0%


























































評価実施 自己 外部 第三者 設置者 一体的 いずれか
2019 年度 32.1% 29.4% − 26.4% 14.9% 55.9%
2013 年度 44.3% 28.4% 13.5% 47.5% − −
2008 年度 25.1% 15.2% 5.6% 41.4% − −
結果公表 自己 外部 第三者 設置者 一体的 いずれか
2019 年度 42.5% 63.4% − 61.9% 59.0% −
2013 年度 35.4% 49.6% 57.2% − − −


























































































する基準（昭和 48 年文部省告示第 164 号）






















































































































注 7　国立科学博物館の第 2 期の中期目標策定に
当たっては，従来からの事業を整理し積み



















の望ましい基準（平成 15 年 6 月 6 日文部科学
省告示第 113 号）．
――．2011．博物館の設置及び運営上の望ましい
基準（平成 23 年 12 月 20 日文部科学省告示第
165 号）．
物館協会，東京．
――．2004a．博物館の望ましい姿シリーズ 1「使
命・計画作成の手引き」．67pp．日本博物館協会，
東京．
――．2004b．HANDBOOK「ミュージアム自己
点検アンケート」．35pp．日本博物館協会，東京．
――．2012．博物館の原則　博物館関係者の行動
規範，30pp．日本博物館協会，東京．
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日本博物館協会．2009a．「日本の博物館総合調査
